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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項  

 

１．商 号        

         長 野 證 券 株 式 会 社 

 

 

２． 登 録 年 月 日               平成  19年 9月 30日 

  （登録番号）               （関東財務局長（金商）第125号） 

 

 

３．沿革及び経営の組織 

(1) 会社の沿革 

年  月 沿        革 

 明治 33年  1月 

 昭和 19年 12月 

 〃   33年  3月 

 〃   43年  4月 

 

 平成 2年  4月 

 〃    2年  9月 

 

 〃    2年 10月 

 〃    2年 10月 

 〃    4年  5月 

 〃   10年  6月 

 〃   10年  9月 

 〃   10年 12月 

 

 〃   11年  4月 

〃   12年 6月 

〃   12年 10月 

〃   16年 12月 

〃   19年  9月 

 

〃   20年  5月 

〃   22年  4月 

令和  6年 10月 

〃    6年 11月 

株式仲買業岡商会を開業 

岡宮證券株式会社を組織 

本社移転（長野市大字南長野西後町606番地8号） 

大蔵大臣より免許制移行による免許取得 

（蔵証第8186号1,2,4号免許） 

累積投資業務の承認を受ける(中期国債ファンド) 

有価証券の引き受け及び売出しの免許を受ける 

（蔵証第8780号3号免許） 

金地金の売買取引の委託の代理業務の承認を受ける 

抵当証券販売の媒介保管業務の承認を受ける 

累積投資業務の承認を受ける(MMF) 

東京証券取引所正会員加入 

累積投資業務の承認を受ける(公社債投信) 

金融システム改革法に基づく登録を受ける 

（関東財務局長（証）第95号） 

松本証券株式会社と合併、岡宮松本證券株式会社に社名変更 

損害保険代理業・生命保険の募集に関する業務開始 

諏訪証券株式会社を買収、長野證券株式会社に社名変更 

ジャスダック証券取引所 取引参加者加入 

金融商品取引法施行に伴い第一種金融商品取引業者として登録 

(関東財務局長 (金商) 第125号) 

本社移転（長野市大字南長野北石堂町1448番地） 

大阪取引所正会員加入 

金融商品取引法に基づく投資助言・代理業の登録 

一般社団法人資産運用業協会入会 (旧・日本投資顧問業協会) 

 



 

2 

(2) 経営の組織 

   

 

 

 

 

 

 

組 織 図 

 

（2026 年 3 月 31日現在） 
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４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決

権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 議決権割合 

1 岡宮興産株式会社 
株 

823,956 

％ 

31.75 

2 岡 宮 照 行  410,900 15.81 

3 岡宮ビジネスサポート有限会社   353,000 13.61 

4 八十二キャピタル株式会社   175,000 6.75 

5 山 田 聡 子   112,675 4.32 

6 金 箱 徳 子   112,675 4.32 

6 株式会社八十二長野銀行 110,000 4.24 

6 長 野 信 用 金 庫 100,000 3.85 

9 高 見 澤 節 子  72,329 2.77 

10 岡 宮 伸 好 71,040 2.73 

 その他  (27名) 266,472 9.85 

     計  37名 2,608,047 100.00 

(注)  1,000株で1議決権を有する 

 

５．役員の氏名又は名称 

役 職 名 氏   名 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

代 表 取 締 役 会 長 岡 宮 照 行 有 常 勤 

代 表 取 締 役 社 長 山 田 一 隆 有 常 勤 

専 務 取 締 役 金 井 亮 無 常 勤 

取 締 役 山 田 聡 子 無 常 勤 

取 締 役 金 箱 徳 子 無 常 勤 

監 査 役 岡 宮 正 典 無 常 勤 

監 査 役 滝 澤 麻 子 無 非 常 勤 

 

６．政令で定める使用人の氏名 

(1) 金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者の氏名 

           該当事項はありません       

 

(2) 投資助言業務又は投資運用業に関し、助言又は運用を行う部門を統括する者の氏名 

営業本部 専務取締役 金井 亮 
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７．業務の種別 

(1)  金融商品取引法（法第2条第8項） 

 

1.  有価証券の売買、市場デリバティブ取引、又は外国市場デリバティブ取引 

2. 
 

有価証券の売買、市場デリバティブ取引、又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又

は代理 

3.  次に掲げる取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理 

 イ. 取引所金融商品市場における有価証券の売買、又は市場デリバティブ取引 

 ロ. 外国金融商品市場における有価証券の売買、又は外国市場デリバティブ取引 

4.  有価証券の引受け 

5.  有価証券の売出し又は特定投資家向け売付け勧誘等 

6. 
 

有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募若しくは特定投資家向け売付け勧誘等の

取扱い 

7.  有価証券管理業務 

8.  投資助言・代理業 

     

(2)  金融商品取引法（法第35条第1項） 

 

1.  有価証券の貸借業務 

2.  信用取引に付随する金銭の貸付業務 

3.  受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

4.  累積投資契約の締結業務 

5.  有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

 

(3)  金融商品取引法（法第35条第2項） 

     

1.  金地金の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

2.  保険業法第2条第26項に規定する保険募集業務 

3.   自ら所有する不動産の賃貸業務 

 

８．本店その他の営業所の名称及び所在地 

名   称 所   在   地 

本    店 長野県長野市大字南長野北石堂町 1448 

吉 田 支 店 長 野 県 長 野 市 吉 田 2 - 6 - 2 8 

須 坂 支 店 長野県須坂市大字須坂 1224-17 

中 野 支 店 長 野 県 中 野 市 三 好 町 1 - 4 - 2 2 

松 本 支 店 長 野 県 松 本 市 中 央 2 - 4 - 7 

諏 訪 支 店 長 野 県 諏 訪 市 諏 訪  2 - 1 - 1 1 

岡 谷 営 業 所 長 野 県 岡 谷 市 中 央 町  1 - 1 1 -1 

茅 野 営 業 所 長 野 県 茅 野 市 塚 原  1 - 3 - 2 3 
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９．他に行っている事業の種類 

         

       該当事項はありません。 

 

10. 苦情処理及び紛争解決の体制 

当社は、苦情及び紛争の取扱いに関して、迅速・誠実・公平かつ適切にその解決を図るために、

業務管理部及び各営業店を受付部署としています。 

お客様からのご意見等を真摯に受けとめ、社内において個人情報を適切に管理したうえで情報

等を共有し、できるかぎりお客様のご理解とご納得を得て解決を図る体制を整備しています。 

 

・ 第一種金融商品取引業務については、「特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談セ

ンター（以下、「FINMAC」という。）との間で特定第一種金融商品取引業務に係る手続実施基本

契約を締結しています。 

・ 投資一任契約締結の媒介に関する業務については、一般社団法人資産運用業協会から苦情の受

付及び紛争の解決についての業務を受託している FINMAC を通じて、苦情等の解決を図る措置

を講じています。 

  

 

11．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

 

    日 本 証 券 業 協 会 

       一般社団法人資産運用業協会 

     

12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

 

     株式会社 東 京 証 券 取 引 所   

株式会社 大 阪 取 引 所 

 

13．加入する投資者保護基金の名称 

 

     日本投資者保護基金 
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Ⅱ 業務の状況に関する事項 

 

１．当期の業務概要 

当期のわが国経済は、企業で賃上げが進んだ一方、これを上回る物価上昇に加え、米国の通商政

策の影響や中東情勢の悪化による原油高が、企業活動や個人消費に大きな影響を及ぼしました。こ

のような中、政府が雇用改善や所得向上に向けた政策を進めた結果、景気は緩やかな回復基調にあ

ります。 

 日本株市場では、米国の相互関税政策に対する中国の対抗措置が悪材料視され、日経平均株価は

4月に30,792円まで下落しました。その後は、日米関税政策をめぐる不透明感の後退や日銀の政策

金利引き上げ、さらに米国の雇用統計の大幅修正を受けた利下げ期待の高まりなどから、日経平均

株価は最高値の更新を続けました。10月には自民党新総裁に高市氏が決まり、自民党・維新の会に

よる連立政権が発足しました。高市内閣の発足を市場が好感し、日経平均株価は11月に52,636円

の高値を付けました。その後は、米国株の反落やドル円相場の 155 円台までの円安進行を受けて、

48,000円台まで調整しました。2月の衆議院議員総選挙で自民党が圧勝すると、市場はこれを再び

好感し、日経平均株価は59,332円の最高値を更新しました。3月には米国によるイラン攻撃で中東

情勢が悪化し、ホルムズ海峡封鎖を背景に原油先物価格は1バレル100ドルを超えました。株式市

場は、原油高、円安、景気後退懸念などから大きく下落し、3月末の日経平均株価は51,063円で取

引を終えました。 

 このような中、当社は株式営業を中心に、外国株式売買の増加、NISA積立の拡大、投資一任取引

の推進に注力しました。また、組織図に基づく二階層管理のもと、目標達成に向けた行動が浸透し、

営業・管理部門の双方で成果が現れております。さらに、地方証券会社連携コンソーシアムでの取

組みが、内閣府公表の地方創生に資する金融機関等の「特徴的な取組事例」に選定され、内閣府特

命担当大臣より表彰を受けたことを契機に、法人部を中心として、県内中小企業等の知的財産支援

事業や株式投資型クラウドファンディングの利用希望事業者の紹介を進めております。加えて、株

式営業の一環として、高齢化社会に対応した家族信託制度の普及にも努め、利用希望顧客の紹介を

行い成約に至っております。また、地元のお客様に寄り添うサービスの提供にも力を入れておりま

す。 

 

（損益の状況） 

当期は、国内外の株式市場が堅調に推移し、株式売買が増加したことから、当社の株式委託手数

料は増収となりました。内訳は、現物取引手数料が前年同期比 164,278千円増の 1,004,119千円、

信用取引手数料が 18,383千円増の351,625千円、外国株式手数料が 27,209千円増の 90,889千円

となり、委託手数料全体では205,489千円増の1,456,882千円となりました。 

その他の受入手数料では、外国株式取引の増加に伴う為替手数料が前年同期比 1,667 千円増の

7,568千円となり増収となりました。一方、投資信託販売代行手数料は、投資信託の解約等により

預り残高が減少したため、386千円減の43,965千円となりました。このほか、その他の受入手数料

その他は956千円増の2,090千円となりました。内訳は、法人部を中心とした事業支援照会報酬料

240千円、クラウドファンディング支援照会報酬料552千円、営業における家族信託の紹介料82千

円、投資一任契約報酬1,003千円など、法人・個人向けサービスを展開し、収益の拡大に努めまし

た。金融収支では、金利上昇を受けて信用取引顧客貸付金利を 0.75%から 1.50%へ引き上げたこと

により、信用取引収益は前年同期比37,798千円増の106,389千円、信用取引費用は12,189千円増

の38,725千円となり、信用取引収支は25,609千円増加しました。受取利息では、顧客分別金収益

交付金が22,263千円、為替差損益は円安の影響を受け18,581千円の減収となりました。営業収益

は前年同期比265,452千円増の1,662,158千円となり、営業損益では前年同期比178,522千円増の

454,899千円となりました。 

営業外損益では為替差損益が 20,014千円の益となり、投資有価証券配当金が 353,642千円の収

入となりました。 

税引前当期利益は、前年同期比256,433千円増の837,160千円となり、法人税等300,651千円を

差し引いた当期純利益は、前年同期比115,249千円増の536,509千円となりました。 
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２．業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移                            （単位：百万円） 

 2024年 

3月期 

2025年 

3月期 

2026年 

3月期 

資  本  金 600 600 600 

発行済株式総数 2,608千株 2,608千株 2,608千株 

営 業 収 益 1,470 1,396 1,662 

（受入手数料） 1,376 1,317 1,525 

(( 委託手数料 )) 1,320 1,251 1,456 

(( 引受け・売出し・特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料 )) 
- - - 

(( 募集・売出し・特定投資家向け売

付け勧誘等の取扱い手数料 ）） 
3 10 9 

(( その他の受入手数料 )) 51 56 58 

 その他の受入手数料その他 4 7 10 

（トレーディング損益） 43 2 3 

(( 株  券 )) 42 0 0 

(( 債  券 )) 0 1 2 

(( そ の 他 )) - - - 

純 営 業 収 益 1,434 1,367 1,592 

経 常 損 益 654 579 835 

当 期 純 損 益 792 421 536 

   

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

 

①  株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。）（単位：百万円）                                                      

 2024年 

3月期 

2025年 

3月期 

2026年 

3月期 

自 己 882 84 293 

委 託 178,779 154,611 169,906 

計 179,661 154,695 170,200 

 

  ①-2  株券の売買高の状況（電子記録移転有価証券表示権利等に係るものに限る。） 

 

         該当事項はありません。 

 

  ②     有価証券の引受け及び売出し並びに特定機関投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、

売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況  （電子募集取

扱業務に係るもの及び電子記録移転有価証券表示権利等に係るものを除く。） 
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                                                                           （ 単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

2024年 

3月期 

株券 - - - 4 3 - - 

国債証券 -  - 86  - - 

地方債証券 -  - -  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 - - - - - 60 - 

受益証券    500 - - - 

その他 - - - - - - - 

合 計 - - - 590 3 60 - 

2025年 

3月期 

株券 - - - 68 6 - - 

国債証券 -  - 71  - - 

地方債証券 -  - 10  - - 

特殊債券 - - - - - - - 

社債券 - - - - 
(60) 

60 
- - 

受益証券    1,043 - - - 

その他 - - - - - - - 

合 計 - - - 1,192 
(60) 

66 
- - 

2026年 

3月期 

株券 - - - 1 - - - 

国債証券 -  - 117  - - 

地方債証券 -  - -  - - 

特殊債券 - - - -  - - 

社債券 - - - - 
(60) 

60 
 - 

受益証券    1,494 - - - 

その他 - - - - - - - 

合 計 - - - 1,612 
(60) 

60 
 - 

 

②-2  有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し

及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子募集取扱業務に係る

ものに限る。) 

                              該当事項はありません。 

 

②-3  有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出

し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況（電子記録移転有価証券

表示権利等に関する業務に係るものに限る。） 

                              該当事項はありません。 
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(3) その他業務の状況        該当事項はありません。 

    

 

 

(4) 自己資本規制比率の状況                                             （単位：％、百万円） 

 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ×100） 200.6 280.1 261.3 

固定化されていない自己資本（Ａ） 9,040 9,763 10,621 

リスク相当額（Ｂ） 4,506 3,474 4,063 

 

市場リスク相当額 4,197 3,120 3,711 

取引先リスク相当額 69 79 83 

基礎的リスク相当額 238 275 268 

暗号等資産等による

控除額 
- - - 

 

 

(5) 使用人及び外務員の総数 

区     分 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期 

使  用  人 90人 86人 88人 

 (うち外務員)                67人                   64人                   66人 
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Ⅲ 財産の状況 

１． 経理の状況 

(1) 貸借対照表                              (単位:千円) 

科  目 
第87期 

2025年3月期 

第88期 

2026年3月期 

流動資産   

現金・預金 3,232,448 3,961,418 

預託金 9,299,358 11,506,628 

,約定見返勘定 3 - 

募集等払込金 1,699 - 

トレーディング商品 - - 

信用取引資産 3,768,837 3,942,456 

信用取引貸付金 3,735,128 3,899,906 

信用取引借証券担保金 33,709 42,549 

立替金 5 12 

短期差入保証金 - - 

短期貸付金 - - 

前払金 3,883 3,492 

前払費用 583 853 

未収入金 116,458 3,852 

未収収益 50,355 62,000 

貸倒引当金 △ 1,600 △ 1,700 

流動資産計 16,472,034 19,479,015 

固定資産   

有形固定資産 1,038,052 1,041,914 

建物 381,950 372,839 

構築物 1,330 1,251 

器具・備品 26,929 25,998 

土地 627,842 627,842 

建設仮勘定 - 13,982 

無形固定資産 19,322 15,494 

電話加入権 1,602 1,602 

ソフトウェア 17,719 13,892 

投資等 10,152,807 12,086,343 

投資有価証券 9,914,512 11,849,934 

出資金 202 202 

長期差入保証金 225,819 225,913 

長期前払費用 3,423 1,442 

その他の投資等 11,350 11,350 

貸倒引当金 △ 2,500 △ 2,500 

固定資産計 11,210,181 13,143,752 

資産合計 27,682,216 32,622,767 
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科  目 
第87期 

2025年3月期 

第88期 

2026年3月期 

流動負債   

信用取引負債 2,495,834 2,457,942 

信用取引借入金 2,440,399 2,389,312 

信用取引貸証券受入金 55,434 68,629 

預り金 8,561,044 10,802,983 

顧客からの預り金 8,257,001 10,243,012 

その他の預り金 304,042 559,970 

   募集等受入金 - - 

受入保証金 152,455 209,469 

有価証券等受入未了勘定 - -   

短期借入金 700,000 700,000 

未払金 10,295 39,399 

未払費用 24,587 24,377 

未払法人税等 2,910 199,420 

賞与引当金 50,000 65,000 

流動負債計 11,997,128 14,498,592 

固定負債   

繰延税金負債 2,872,017 3,461,547 

退職給付引当金 207,959 206,334 

その他の固定負債 522,653 535,769 

固定負債計 3,602,630 4,203,651 

引当金   

  金融商品取引責任準備金 14,376 14,376 

引当金計 14,376 14,376 

負債合計 15,614,135 18,716,620 

株主資本 5,511,281 6,003,454 

資本金 600,000 600,000 

資本剰余金 189,401 189,401 

資本準備金 189,401 189,401 

利益剰余金 4,721,880 5,214,053 

利益準備金 250,000 250,000 

その他利益剰余金 4,471,880 4,964,053 

繰越利益剰余金 4,471,860 4,964,053 

自己株式 - - 

評価・換算差額等 6,556,799 7,902,692 

その他有価証券評価差額金 6,556,799 7,902,692 

株式引受権 - - 

新株予約権 - - 

純資産合計 12,068,081 13,906,146 

負債・純資産合計 27,682,216 32,622,767 
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(2) 損益計算書 

（単位：千円） 

科      目 
第87期 

自  2024年4月1日 

至  2025年3月31日 

第88期 

自  2025年4月1日 

至  2026年3月31日 

経 

常 

損 

益 

の 

部 

営業収益 1,396,706 1,662,158 

受入手数料 1,317,854 1,525,469 

トレーディング損益 2,229 3,241 

金融収益 76,622 133,447 

金融費用 28,769 69,643 

純営業収益 1,367,937 1,592,514 

販売費・一般管理費 1,091,560 1,137,614 

営業損益 276,377 454,899 

営業外収益 421,888 522,670 

営業外費用 118,838 142,009 

経常利益 579,427 835,560 

特
別
損

益
の
部 

特別利益 1,300 1,600 

特別損失 - - 

税引前当期純利益 580,727 837,160 

法人税、住民税及び事業税 159,467 300,651 

当期純利益 421,260 536,509 
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(3) 株主資本等変動計算書 

（単位：千円） 
 第87期 

自 2024年4月 1日 

至 2025年3月31日 

第88期 

自 2025年4月 1日 

至 2026年3月31日 

株主資本  

 

資本金 

当期首残高 600,000 600,000 

 当期変動額 - - 

 当期末残高 600,000 600,000 

 資本剰余金  

 

資本準備金 

当期首残高 189,401 189,401 

 当期変動額 - - 

 当期末残高 189,401 189,401 

 

その他資本剰余金 

当期首残高 - - 

 当期変動額 - - 

 当期末残高 - - 

 

資本剰余金合計 

当期首残高 189,401 189,401 

 当期変動額 - - 

 当期末残高 189,401 189,401 

 利益剰余金  

 

利益準備金 

当期首残高 250,000 250,000 

 当期変動額 - - 

 当期末残高 250,000 250,000 

 その他利益剰余金  

 

積立金 

当期首残高 - - 

 当期変動額 剰余金の処分 - - 

 当期末残高 - - 

 

 

 

繰越利益剰余金 

 

当期首残高 4,128,861 4,471,880 

 

当期変動額 剰余金の配当 

           自己株式の処分 

           当期純利益 

△78,241 

- 

421,260 

△44,336 

 

536,509 

 当期末残高 4,471,880 4,964,053 

 

利益剰余金合計 

当期首残高 4,378,861 4,721,880 

 当期変動額  343,018 492,172 

 当期末残高 4,721,880 5,214,053 
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自己株式 

当期首残高 - - 

 当期変動額  - - 

 当期末残高 - - 

 株主資本合計 

当期首残高 5,168,262 5,511,281 

当期変動額  343,018 492,172 

当期末残高 5,511,281 6,003,454 

評価・換算差額等  

 

その他有価証券評価差額金 

当期首残高 8,841,944 6,556,799 

 当期変動額  △2,285,144         1,345,892 

 当期末残高 6,556,799 7,902,692 

 

繰延ヘッジ損益 

当期首残高 - - 

 当期変動額  - - 

 当期末残高 - - 

 

土地再評価差額金 

当期首残高 - - 

 当期変動額  - - 

 当期末残高 - - 

 評価・換算差額等合計 

当期首残高 8,841,944 6,556,799 

当期変動額  △2,285,144         1,345,892 

当期末残高 6,556,799 7,902,692 

 当期首残高 - - 

株式引受権 当期変動額  - - 

 当期末残高 - - 

新株予約権 

当期首残高 - - 

当期変動額  - - 

当期末残高 - - 

純資産合計 

当期首残高 14,010,207 12,068,081 

当期変動額  △1,942,125 1,838,065 

当期末残高 12,068,081 13,906,146 
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 [貸借対照表に関する注記] 

第87期 

2025年3月期 

第88期 

2026年3月期 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 916,722千円 

2. 担保に供している資産 

    保管有価証券           1,931,893千円 

    建物                 370,329千円 

    土地                627,015千円 

        流動資産                         -千円  

3. 関係会社に対する保証債務  該当事項はありません。 

4. 時価を付加したことにより増加した純資産額 

                 6,556,799千円 

1. 有形固定資産の減価償却累計額 916,465千円 

2. 担保に供している資産 

    保管有価証券           1,797,202千円 

    建物                 359,253千円 

    土地                627,015千円 

        流動資産                         -千円  

3. 関係会社に対する保証債務  該当事項はありません。 

4. 時価を付加したことにより増加した純資産額 

                7,902,692千円 

 

  [損益計算書に関する注記] 

第87期 

自 2024年4月1日 

 至 2025年3月31日 

第88期 

自 2025年4月1日 

 至 2026年3月31日 

 

該当事項はありません。 

 

 

該当事項はありません。 

 

 

 [株主資本等変動計算書に関する注記] 

第87期 

自 2024年4月1日 

 至 2025年3月31日 

第88期 

自 2025年4月1日 

 至 2026年3月31日 

1. 当事業年度の末日における発行済株式の数 

      2,608,047株 

2. 当事業年度における自己の株式の数  

      0株 

3. 当事業年度中に行った剰余金の配当  

78,241千円 

4. 新株予約権等に関する事項 

       該当事項はありません。 

 

5. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 普通株式 

前事業年度末 2,608,047株 

当期増加株式数 0株 

当期減少株式数 0株 

当事業年度末 2,608,047株 

 

6. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 普通株式 

前事業年度末 0株 

当期増加株式数 0株 

当期減少株式数 0株 

当事業年度末 0株 

 

7. 会計方針変更に係る繰越利益剰余金の計上 

           該当事項はありません。 

1. 当事業年度の末日における発行済株式の数 

      2,608,047株 

2. 当事業年度における自己の株式の数  

      0株 

3. 当事業年度中に行った剰余金の配当  

44,336千円 

4. 新株予約権等に関する事項 

       該当事項はありません。 

 

5. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 普通株式 

前事業年度末 2,608,047株 

当期増加株式数 0株 

当期減少株式数 0株 

当事業年度末 2,608,047株 

 

6. 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 普通株式 

前事業年度末    0株 

当期増加株式数 0株 

当期減少株式数    0株 

当事業年度末 0株 

 

7. 会計方針変更に係る繰越利益剰余金の計上 

           該当事項はありません。 
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２．借入金の主な借入先及び借入金額                       （単位：百万円） 

借入先 借入金の種類 
借入金残高 

2025年3月31日現在 

借入金残高 
2026年3月31日現在 

株式会社八十二長野銀行 短 期 借 入 金 700 700 

日本証券金融株式会社 信用取引借入金 2,440 2,389 

大阪証券金融株式会社 信用取引借入金 - - 

株式会社 証券ジャパン 信用取引借入金 - - 

 

 

３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得

価額、時価及び評価損益                                                  （単位：百万

円） 

  

 
2025年3月期 2026年3月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

1. 流動資産 

株 式 

債 券 

その他 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

2. 固定資産 

株 式 

債 券 

その他 

485 

485 

- 

- 

9,914 

9,914 

- 

- 

9,428 

9,428 

- 

- 

485 

485 

- 

- 

11,849 

11,849 

- 

- 

11,364 

11,364 

- 

- 

 

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約価額、

時価及び評価損益 

 

  (1)  先物取引・オプション取引の状況 

 

  ①  株券 該当事項はありません                              

 

 ② 債券 該当事項はありません 

 

  (2) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

        該当事項はありません。 

 

 

 

５．財務諸表に関する監査法人等による監査の有無 

会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、2025年4月1日から2026年3月31日までの第88期事業年

度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本変動計算書及び個別注記表並びに

その附属明細書について、公認会計士の監査を受け、いずれも我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び

損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める旨の監査意見を受けて

おります。 
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Ⅳ 管理の状況 

１． 内部管理の状況の概要 

    (1) 内部管理の状況 

  管理部門を統括する役員を内部管理統括責任者とし、各営業店に内部管理責任者を配置し、日

常のフロントチェックを始めとして法令・諸規則等遵守の営業活動及び顧客管理の徹底を図って

おります。 

  具体的には専務取締役の下に総務部を、管理部門を統括する取締役の下に業務管理部および引

受審査部を、社長の直下に監査室を置き、各部の主所管業務は以下のとおりとなっています。 

 

  総務部   会議・研修の実施、許認可及び届出事項の申請・届出、諸規則の制定、管理等 

 

  業務管理部  分別管理の状況管理、自己資本規制比率の管理、経営目標及び実績の計数管理等 

 

        法令諸規則の指導徹底、有価証券の保管・管理、売買審査等 

 

           売買管理、照合事務、諸統計等 

 

    引受審査部  有価証券の引受等の審査 

 

    監査室     監査業務に関する企画立案、本部並びに営業店に対する業務監査の実施 

 

    (2) 顧客からの相談及び苦情に対する取扱方法 

 お客様からのご相談及び苦情については、社内規程に基づき、業務管理部および各営業店を受         

付部署として、お客様の立場を尊重し、迅速、誠実、公平かつ適切に対応することとしています。 

また、ご相談及び苦情の解決に当たっては当社内の対応によるもの以外に、外部機関の公正・中 

立な立場による解決を図るため指定紛争解決機関である「特定非営利活動法人 証券・金融商品あ

っせん相談センター」（FINMAC）との間で、特定第一種金融商品取引業務に係る手続き実施基本契約

を締結する措置を講じており、当該外部機関の紛争解決の業務に適切に協力することとしています。 

 

    (3) 内部監査体制 

  監査室が、取締役会において承認された年度ごとの内部監査方針・計画に基づき、本部及び営業

店に対して監査を実施しており、金融商品の勧誘・販売およびこれに関連する事務並びに経理処

理、その他営業店および本部の業務全般にわたり、法令諸規則等および社内規程等、各種ルール

の遵守状況等を検証しております 

 

 ２. 分別管理等の状況 

     (1)  金融商品取引法第43条の2の規程に基づく分別管理の状況 

① 顧客分別金信託の状況                                             （単位：百万円） 

項   目 
2025年3月31日現在の 

金額 

2026年3月31日現在の 

金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 8,895 10,456 

期末日現在の顧客分別金信託額 9,000 11,100 

期末日現在の顧客分別金必要額 8,358 10,397 
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② 有価証券（電子記録移転有価証券表示権利等を除く。）の分別管理の状況 

    イ 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2025年3月31日現在 2026年3月31日現在 

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券 

株券 株数 98,364千株 190千株 104,993千株 316千株 

債券 額面金額 7,167百万円  30百万円        8,739百万円      30百万円 

受益証券 口数 13,901百万口 0百万口 11,427百万口 0百万口 

その他 数量      -       -       -       -  

 

ロ 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2025年3月31日現在 2026年3月31日現在 

数   量 数   量 

株券 株数  2,520 千株      3,092千株     

債券 額面金額          - 百万円          - 百万円 

受益証券 口数      248  百万口      247  百万口 

その他 数量            -             -  

 

ハ  管理の状況 

  商品毎の主な管理場所 

区  分 管理場所 

株  券 
証券保管振替機構 

自社預り（自社金庫） 

債  券 
株式会社だいこう証券ビジネス 

日証金信託銀行株式会社 

受益証券 
みずほ証券株式会社 

三井住友信託銀行株式会社証券代行部 

転換社債 証券保管振替機構 

外国証券 

証券保管振替機構 

東海東京証券株式会社 

みずほ証券株式会社 

マネックス証券株式会社 

累積投資商品 三井住友信託銀行株式会社証券代行部 

    

        管理方法 

   本人名義を個別管理とし、他人名義・無名義分は混合管理。 

 

③ 対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

該当事項はありません。 

 

  ④ 電子記録移転有価証券表示権利等（令第１条の12第２号に規定する権利を除く。）に限る。）の 

      分別管理の状況 

該当事項はありません。 

 

(2) 金融商品取引法第43条の2の2の規定に基づく区分管理の状況 



 

19 

 

① 商品顧客区分管理信託の状況 

該当事項はありません。 

 

② 有価証券等の区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

(3) 金融商品取引法第43条の3の規定に基づく区分管理（電子記録移転有価証券表示権利等に係るも  

          のを除く。）の状況 

 

    ① 同条１項の規定に基づく区分管理の状況 

 該当事項はありません。 

 

   ② 同条第2項の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

  ③ 電子記録移転有価証券表示権利等（金融商品取引法施行令第１条の 12 第２号に規定する

権 

      利を除く。）に限る。）の区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

 

Ⅴ 連結子会社等の状況 

１． 当社及びその子会社等の集団の構成 

   

                該当事項はありません。 

 

 

２.  子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

 

                  該当事項はありません。 

 


